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１． 調査研究の目的 

 

平成 26 年に策定された「放課後子ども総合プラン」の下、女性活躍推進・次世代育成の

観点から、すべての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うこと

を目指した環境整備が進められている。 

本調査研究では、子どもの豊かな放課後生活の実現を念頭に置き、放課後の過ごし方お

よび自治体や放課後児童クラブ・放課後子供教室等の実態を把握するとともに、その他保

護者・学校・地域など多様なステークホルダーの立場や発達段階の観点から「望ましい放

課後の過ごし方」を検討し、「実態」と「望ましい過ごし方」の差を踏まえ、今後の放課

後児童対策のあり方について提言を取りまとめることを目的とした。  

 

２． 調査研究の概要 

 

 本事業は「自治体調査」「保護者・子ども調査」「ヒアリング調査」の 3 つの調査およ

び「調査研究委員会」から構成される。  

「自治体調査」では、自治体の放課後児童対策の実態および拠点での活動実態を把握す

ることを目的に市町村向けのアンケート調査を実施した。また、「保護者・子ども調査」

では、子どもの放課後の過ごし方の実態および保護者および子どもが理想とする過ごし方

を把握することを目的にインターネット調査を実施した。加えて、各ステークホルダーが

考える理想的な放課後児童対策のあり方および先進事例の把握のため、関連団体、および

自治体・民間学童事業者向けに「ヒアリング調査（視察を含む）」を行い、今後の放課後

児童対策のあり方を検討する視点を得た。 

 

３． 調査研究の結果 

 

本調査研究を通して、放課後の過ごし方の実態と理想のギャップを把握し、下記の示

唆を得た。  

今後の放課後児童対策の対象として、社会性・自主性の育成の重要度が増すにもかか

わらず、現状では低学年に比べて手薄になりがちな高学年にも目を向けることが求められ

る。また、放課後に子どもが過ごす場所には、留守家庭の子どもに対する「生活の場」の

提供等、多様なニーズへの対応が必要となる。その際に、世帯状況による体験格差が広が

らない配慮は必要である。特に留守家庭向けの放課後児童クラブでは、安全・健康・情緒

の安定等を必須とした上で、放課後子供教室等との連携により活動の多様化を進めるべき

である。  

その実現に向け、自治体では、子どもの放課後の過ごし方や保護者の働き方、施設に

おける実態・課題を把握した上で、留守家庭以外の子どもも含めたすべての子どもへの放

課後児童対策を検討することが求められる。その運営体制の整備に当たっては、地域コミ

ュニティの活用も考慮すべきである。  


